予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費
	事業名:新 観光資源連携確立事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　商工労働部　観光課　観光資源係　電話番号：058-272-1111（内3076）

　　　　　　　　　　　　E-mail：c11334@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：50,000千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


「岐阜の宝もの認定プロジェクト」で掘り起こした「岐阜の宝もの」「明日の宝もの」「じまんの原石」や、国体もてなし施設として位置づけた「道の駅」と、岐阜県を代表する観光地や宿泊施設など観光資源間との連携を図ることで、新たな岐阜の魅力を創出し、県内での宿泊滞在型観光を牽引する広域的な観光エリアを構築する。また、「清流の国ぎふ」めぐる体験博の連携事業と位置づけ、国体一周年記念事業期間を中心に多様な観光プログラムを提供する。
　実施する以下の三つの事業は、「岐阜の宝もの認定プロジェクト」や国体で創出された観光資源の連携の取組みのうち、集中的に取り組むことで宿泊滞在型観光地の構築に繋がる事業である。
（１）美濃中山道連携事業
五街道の一つである中山道は、６９ある宿場のうち約４分の１となる１７の宿場が県内にあり、うち１１宿を「明日の宝もの」、４宿を「じまんの原石」に選定している。
　　これまで中山道の宿場ごとに景観の整備やイベントを通して個々の魅力を向上させてきたが、中山道と沿線に位置する地歌舞伎などの観光資源を「美濃中山道」として一体的にＰＲするとともに、徒歩や自転車で常時楽しく往来できる受入れ体制の整備や、宿泊に繋がる中山道１２８キロを踏破するシンボルイベントを開催し、沿線全体でおもてなしをすることで各宿場間及び沿線の観光資源との連携を深め、「美濃中山道」のブランド化に繋げる。
　　また、委託業務終了後は協議会等が主体となって自立的に事業を継続実施する。
　　①観光資源間の連携促進
　　　　研修会や交流会等の開催、協議会や実行委員会等の設置等
　　②施設整備
　　　　案内板、スタンプ台等の設置、ウォーキングマップの作成
　　③イベントの企画・実施
　　　　イベント開催のための企画開発・実施
　　④誘客宣伝
　  　　ホームページ、パンフレットの作成、メディアを活用した広告宣伝、ツアー造成・販売
（２）飛騨の森連携事業
　　飛騨地域には全国的に知られる観光資源に加え、「岐阜の宝もの」に認定された「小坂の滝めぐり」「乗鞍山麓五色ヶ原の森」「天生県立自然公園と三湿原回廊」などがあり、これらを繋いで飛騨の新しい宿泊滞在型旅スタイルを構築し、委託業務終了後も旅行商品として継続的に販売されるなど、県が推進する「ぎふウェルネス・ツーリズム」の代表モデルとする。
　　①観光資源間の連携促進
　　　　研修会や交流会等の開催、協議会や実行委員会等の設置
　　②情報発信・交流拠点の設置
　　　　各種イベントやツアー情報を発信し、地域住民と観光客が交流する拠点の設置
　　③旅行商品の造成・販売
　　　　地域内の観光資源を組み合わせた旅行商品の造成・販売
　　④二次交通の確保
　  　　観光資源間を結ぶシャトルバスや乗合タクシーの運行、レンタル自転車の整備、駐車場の確保等
　　⑤誘客宣伝
　　　　ホームページ、パンフレットの作成、メディアを活用した広告宣伝
（３）道の駅連携事業
道の駅が持つ、地域の特産品や体験プログラムを仕入れ、販売する機能を更に強化し、旅行会社等へ周辺の観光資源を一元的に販促できる拠点的な道の駅を圏域毎に育成するとともに、これまで各道の駅が独自に開発・販売してきたグルメや体験プログラムに磨きをかけ、国体一周年記念事業期間に集中的に誘客促進を図るイベント等を実施し、道の駅の周遊自体が一つの広域的な旅行目的地として定着することを目指す。
　　①観光資源間の連携促進
　　　　道の駅間の研修会や交流会等の開催。
　　②グルメや体験プログラムのブラッシュアップ
　　　　フードコーディネイターや観光カリスマ等と連携し、各駅が提供する食や体験プログラムの充実や新商品を開発
　　③旅行商品の造成・販売等
　　　　道の駅周辺の観光資源を一元的に販促する拠点的な道の駅の育成、旅行商品の造成・販売、
④イベントの企画・実施
　　　　イベント開催のための企画開発・実施
　　⑤誘客宣伝
　　　　ホームページ、パンフレットの作成、メディアを活用した広告宣伝
	２　所要経費


　50,000千円
　（１）中山道連携事業：18,940千円

　（２）飛騨の森連携事業：16,060千円

　（３）道の駅連携事業：15,000千円
	決定額の考え方


　２事業分の予算を計上します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	50,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	50,000

	決定額
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,000


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　一つのエリアで複数泊（連泊）の滞在が楽しめる地域が県内に多く存在し、これらを周遊することで、本県の高品質かつ本物の魅力が満喫できる宿泊滞在型観光を定番化する。
・第１ステージ（H20-H24）　観光資源の掘り起こしとブランディング＜点の拡大＞

・第２ステージ（H25-H29）　宿泊滞在型観光の本格展開　　　　　　＜点から線へ＞

・第３ステージ（H30-   ）　岐阜ならではの宿泊滞在型観光の定番化＜線から面へ＞


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額
	－億円
（H　）
	－億円
（H　）
	－億円
（H　）
	2,372

億円
（H23）
	2,600

億円
（H29）
	91.2％


	観光入込客数
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	3,589

万人
（H23）
	3,800

万人
（H29）
	94.4％


	宿泊客数（延べ人数）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	－万人
（H　）
	560

万人
（H23）
	600

万人
（H29）
	93.3％



· 　平成２３年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能

○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	－


（平成24年度の成果）

	－


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	宿泊滞在型観光を推進するために、岐阜の宝ものなど新たな観光資源と主要観光地が連携した広域的な観光エリアを構築することが必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
　－
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　－
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　平成22年4月から12月の本県の観光入込客数は3,018万人で全国7位(39都道府県)であったものの、観光消費額は2,284億円で全国13位(39都道府県)にとどまっている。これは、観光入込客数に占める宿泊者の比率が低いことが主たる要因であり、人口減少社会において国内市場が縮小する中、観光消費額を維持・拡大するためには、新たな観光地づくりや観光資源の魅力向上による「県内での滞在時間・宿泊日数の増加」を図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
多様な旅行者ニーズに対応し、旅行目的地となる県内主要観光地の周辺に岐阜県らしい観光資源や高品質な特産品（食・モノ）が数多く点在し、周遊性が高く、滞在時間や宿泊期間が長い、魅力的な観光県づくりを推進する。








